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委託、協働 地域の自治組織等

単位

単位 事業

単位

平成27年度の主な取組と成果
地域における協議の場において、地域課題の抽出や対応策等を話合い、地域課題解決推進事業交付金を活用することで、
防犯や通学路の安全、環境美化などの事業展開により、地域の課題解決を支援しました。また、ちいき情報局(ホームページ)
の開設を支援し、順次拡大を図ることで、各地域内の情報の共有化や発信を進めるとともに、ひらつか地域づくり市民大学の
開催により、自治会活動に携わる幅広い層の市民の参加や地域の枠を超えた人的交流、情報共有などに繋がりました。

平成27年度
Ｂ：おおむね成果があがった

の検証結果
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事務事業名 地域自治推進事業

事業担当

事業種類

総合計画の
位置付け

'02 基本目標２　　子育て、長寿を楽しみ、安心していきいきと暮らせるまち

'01 ①〈地域力〉　地域組織や市民活動の力を育て、まちづくりに活かす

事業評価シート　（平成27年度分）

'01 1 多様な地域組織や市民活動を支援する

根拠法令等

目的・目標 事業の概要
自治会・町内会等の地域の自治組織や市民活動団体等のコ
ミュニティが、まちづくりの担い手として、地域におけるま
ちづくりの課題を自らの力で解決しています。

地域の課題解決の仕組みづくりを進めるため､継続して協議
していく場の設置･運営等を地域とともに進めます｡また、課
題解決に向けた取組みに対する支援を行います。
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地域での協議の場等の開催回数

課題解決に向けて取り組んだ事業数（平成27年度から）
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□ 市民ニーズ

■ 事業目的の達成状況 高

□ 市の関与の必要性 低

□ その他

■ 上位施策への貢献

□ 市民満足度を高める方策 高

□ 継続による成果向上の可能性 低

□ その他

■ 事業の目的、対象、内容

□ 受益者負担、補助額 高

□ 業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中

□ その他 低

□ 業務プロセス改善による効率化の方策

□ コスト削減の可能性 高

■ 事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中

□ その他 低

３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

４．今後の事業展開（担当課としての提案）
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今後に向けた課題の分析

平成29年度の取組方針

事

業

分

析

地域が抱える課題は、地域事業への参加者の減少や担い手不足等全市的に共通しているものと、地域特有のものがあると
考えています。各地域が現状を認識し主体的に活動していくための支援として、コミュニティ活動に携わる人材の育成やすそ
野を広げるための支援に力を入れることが必要であると考えています。

効率性

地域の自治組織に関する技術的知識・情報を有し、課題解
決の仕組みづくり等を支援することができるＮＰＯが存在す
れば、事業を委託することも可能です。 ○

○

●

●

○

妥当性

自治会・町内会等の地域組織がまちづくりの担い手として、
より一層活躍することが期待されている現在、コミュニティ
への支援につながる取組みは、施策として十分に妥当性
がある事業です。

●

○

事業内容

国庫支出金

地域の様々な団体が連携して地域課題の解決に向けた取組みが進むよう働きかけるとともに、地域情報を共有化するため
のホームページ（ちいき情報局）の開設や運営の支援を行います。また、コミュニティ活動に携わる人材の育成やすそ野の拡
大を進めるため「ひらつか地域づくり市民大学」の充実を図り、修了生が活躍できるような支援を行います。

課長コメント
この事業は、地域主体のまちづくりや課題の解決を進めていくために必要な事業であると考えています。今後も地域の様々な
団体が連携、協議して話し合われた課題解決等についての取組みが、これまで以上に進むよう支援していくとともに、コミュニ
ティ活動に携わる人材の育成や掘り起しを目指します。


○

有効性

項目 分析の視点 左記の視点に関する分析・課題の抽出 総合評価

必要性

課題解決の仕組みが構築され、機能することで、地域の自
治組織や市民活動団体等地域社会を構成する団体等が
連携し、地域力を発揮して、より多くの地域課題を解決でき
るようになるため必要性は高い事業です。

●

○
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当該事業の実施は、平塚市総合計画の基本目標２「支え
合うコミュニティ」の達成方針２－①「＜地域力＞地域組織
や市民活動の力を育て、まちづくりに活かす」の実現に寄
与するため有効性は高い事業です。


